
平成２３年台風１２号による被害等への対応について

―和歌山労働局における取組状況―

和歌山労働局（局長 神田
か ん だ

義
よし

宝
とみ

）では、平成２３年台風１２号の被害により

企業の経済活動や雇用への影響が懸念されることから、雇用の安定や労働条件

の確保、災害復旧工事における労働災害の防止等のための対策を以下のとおり

取りまとめましたので発表します。

１ 労働条件及び雇用の維持・確保対策

（１）特別相談窓口の設置

災害救助法の適用を受けた地域を管轄する労働基準監督署３署（御坊、

田辺、新宮）及びハローワーク４所（新宮、田辺、御坊、串本）に特別相

談窓口を設置し、台風被害に関連する賃金不払や解雇・雇止め等の労働条

件に関する相談及び雇用維持、雇用保険、職業相談等の雇用に関する相談

等に対応する（９月８日設置）。

（２）雇用の維持・確保

台風被害により一時的に離職を余儀なくされ、再雇用されることが予定

されている労働者に対し、雇用保険失業給付の支給を行う、雇用保険失業

給付の特別措置（別添資料１参照）について、広報を実施し、活用につい

て勧奨を行う。

また、台風被害にともなう「経済上の理由」により事業活動の縮小を余

儀なくされた事業主が労働者の雇用を維持するために休業等を実施した

場合、雇用調整助成金等（別添資料２参照）を活用することにより、労働

者の雇用の維持を図るよう勧奨する。

（３）離職者の再就職支援

台風の影響により離職した者に対し、雇用保険失業給付の特別措置につ

いての説明等、離職者の状況に応じたよりきめ細かい職業相談・就職支援

を実施する。

（４）新規高卒者への就職支援

新規高卒者等を対象とした求人募集の中止・募集人員の減少及び内定後
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の取消等を防止するため、和歌山県及び和歌山県教育委員会等関係機関と

連携して迅速かつ的確に情報把握に努めるとともに、事業所に対して、各

種助成金制度の活用などフォローアップを図る。

また、各高等学校と連携して、求人募集の中止事案及び９月１６日以降

における採用選考の繰り下げ事案の状況を把握するとともに、事業主等へ

の指導等を行う。

（５）経済団体への要請

台風による被害を受けた地域において、有期労働者及びパート労働者等

の解雇や雇止め、新規学卒者の内定取消し等が懸念されることから、法定

労働条件の確保及び雇用の安定、雇用調整助成金等の活用による労働者の

雇用の維持・確保について、経済団体に対して要請を行う（９月２７日実

施）。

（６）解雇・雇止めや賃金不払等への対応

台風被害に関連する賃金不払や解雇・雇止め等の相談に的確に対応する

とともに、労働条件に問題がみられる場合には、労働基準監督署による監

督指導及び啓発指導を実施する。

賃金不払等の労働基準関係法令違反について労働者より救済を求める

申告がなされた場合、優先的に監督指導を実施する。

（７）未払賃金の立替払

台風被害による企業倒産の専用リーフレットによる未払賃金立替払制

度（別添資料３参照）の周知啓発を実施する。なお、未払賃金立替払制度

による救済が必要となる事案を把握した場合は、優先的かつ迅速な事務処

理を実施する。

２ 災害復旧工事における労働災害の防止

（１）労働災害防止の要請

建設関係団体及び災害復旧工事を発注する国、県等の発注機関に対し、

施工業者への災害復旧工事における労働災害防止対策の徹底について要

請を行う（９月５日実施）。

（２）公共工事発注機関労働災害防止連絡会議の開催

災害復旧工事の発注を行う国及び和歌山県担当部局を招集して、公共工

事発注機関労働災害防止連絡会議を開催し、労働災害防止対策の徹底につ

いて要請をするとともに、情報交換・連携について協議を行う（９月２２

日実施）。

（３）災害防止協議会の設置

今後、管内の被害が大きかった労働基準監督署に発注機関と施工業者と

で構成する災害防止協議会を設置し、復旧工事における労働災害防止対策

の取組を促進する（予定）。

（４）集団指導の実施

災害復旧工事が本格化する前に施工業者等を対象とした労働災害防止

に関する集団指導を実施し、現場における労働災害防止措置の徹底を図る



（予定）。

（５）監督指導及び安全パトロールの実施

災害復旧工事現場に対する労働災害防止のための集中的な監督指導を

実施する。

局及び労働基準監督署合同による一斉監督指導を実施する（予定）。

発注機関が実施する工事現場に対する安全パトロールに協力する（予定）。

３ その他

（１）適宜、台風１２号による被害及び雇用動向等の県内企業情報の的確な

把握に努め、迅速な対応を行う。

（２）県、関係自治体及び関係機関等との連携を図り、各種支援策等を実施す

る。

（３）住居喪失者に対し雇用促進住宅への入居の取り次ぎを行う。

（４）被災企業に係る労働保険料等の納付猶予制度の適正な運用を行う。



（案）

台風 12 号被害への対応

被害状況 （１）人的被害 死者：50人、行方不明者：5人、負傷者：６人 ＊避難者：51人（4箇所） ＜県・県警調べ：9月30日現在＞

（２）物的被害 全壊：185戸、半壊：102戸、一部破損：165戸、床上浸水：4571戸、床下浸水：3194戸、浸水被害：1324戸

（３）その他 ア 鉄道被害：４箇所（JR西日本紀勢本線・那智川の橋梁、橋脚の一部が倒壊、流失等）

イ 道路被害：131箇所（崩土：43、路肩欠損：50、その他（橋梁損壊、法面崩壊等）：38）

ウ 河川被害：927箇所（護岸欠損等）

＊災害救助適用地域の適用事業場数：1748事業場（新宮市918、那智勝浦町366、日高川町303、田辺市本宮町他161）＜労働局調べ＞

課 題 ○被災地である紀中、紀南地域の企業の経済活動や雇用に大きな影響が懸念され、労働者等の労働条件の確保及び雇用・生活安定の確保を図ることが必要

○数多くの災害復旧工事行われることにより労働災害の発生が懸念され、労働災害の防止の徹底を図ることが必要

【労働条件及び雇用の維持・確保】
１ 労働条件の確保

・監督署に特別相談窓口を設置(9/8)

解雇、雇止め等の相談対応

・未払賃金立替払制度の周知

・監督指導、労働契約法の啓発指導の実施

２ 雇用の維持・確保

・安定所に特別相談窓口を設置(9/8)

雇用維持・確保支援策等の相談対応

・雇用保険失業給付の特別措置及び雇用調

整助成金の活用

・経済団体等あて雇用維持等について要請

（9/27）

３ 離職者の再就職支援

・離職者の状況に応じた再就職支援の実施

４ 新規高卒者の就職支援

・求人取消、内定取消等を防止するための

指導援助の実施

・学校等と連携した求人事業所へのフォロ

ーアップの実施

・関係機関と連携したきめ細やかな就職支

援の実施

【復旧工事における労働災害の防止】
１ 労働災害防止の要請

・建設関係団体あて労働災害防止対策の徹底

について緊急要請(9/5)

・国、県等の工事発注機関あて労働災害防止

対策の徹底について緊急要請(9/5)

２ 発注機関連絡会議の開催

・災害復旧工事における労働災害防止対策に

ついて協議(9/22)

３ 災害防止協議会の設置

・地域毎に発注機関と施工業者等で構成する

災害防止協議会を設置（予定）

４ 集団指導の実施

・施工業者に対する集団指導の実施（予定）

５ 監督指導、安全パトロールの実施

・集中的な監督指導の実施

・局署合同一斉監督指導の実施（予定）

・発注機関が行う安全パトロールへの協力

（予定）

【そ の 他】
１ 的確な情報の把握

・台風被害及び雇用動向等の企業情報の的

確な把握

２ 関係機関との連携

・県、関係市町村及び関係機関等との連携

による各種支援策等の実施

３ その他

・住居喪失者に対する雇用促進住宅への入

居の取次ぎ

・被災企業に係る労働保険料等の納付猶予

制度の適正な運用

平成 23 年 10 月
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